[bookmark: _GoBack]様式第１号


現地説明会参加申込書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


申請者名称　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

担当者氏名　　　　　　　　　　　　　
（電話：）　　　　　　　　　　　　　
（E-mail）　　　　　　　　　　　　　


　次の者が、広島県立産業技術交流センター指定管理者募集に係る現地説明会に参加します。

	職　名
	氏　名
	備　考

	
	
	
























様式第２号
（全＿枚の＿枚目）

質　　問　　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


申請者名称　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

担当者氏名　　　　　　　　　　　　　
（電話：）　　　　　　　　　　　　　
（E-mail）　　　　　　　　　　　　　


　施設名：広島県立産業技術交流センター

	質問事項
	具体的な内容

	

（募集要項等の資料名・ページ・項目などを記載してください。）




	

	







	

	







	


　注：質問は、項目ごとに行を分けて簡潔に記載してください。様式の欄が足りない場合は、２枚目以降を追加し、表題部分において（全＿枚の＿枚目）として総枚数を明らかにしてください。



様式第３号


辞　　退　　届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　様


　　　　郵便番号
　　　　主たる事務所
　　　　の所在地　
申請者　名称
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　電話番号





　令和　　年　　月　　　日付けの指定管理者指定申請については、都合により辞退します。
























様式第４号


指定管理者指定申請書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　広　島　県　知　事　様


　　　　郵便番号
　　　　主たる事務所
　　　　の所在地　
申請者　名称
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　電話番号


　広島県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例第２条の規定により、次のとおり　　広島県立産業技術交流センターの指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。


添付書類
１　事業計画書
２　定款、寄附行為その他これらに準ずる書類
３　法人にあっては、登記簿謄本
４　申請書を提出する日の属する事業年度の前年度の申請者に関する事業報告書、収支決算書、貸借対照表、財産目録その他経営の状況を明らかにする書類
５　申請書を提出する日の属する事業年度の申請者に関する事業計画書及び収支予算書
６　その他知事が必要と認める書類




様式第５号

事業計画書（広島県立産業技術交流センター）

１　団体の概要
	団　体　名
	
	所　在　地
	

	代表者名
	

	設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	主たる事業所の所在地
	

	広島県内の
事業所の所在地
	

	資　本　金
(基本財産)
	
	従業員数
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	担当組織名
	
	メールアドレス
	

	
	
	担当者氏名
	

	事業内容
	




※共同事業体の形態をとる場合においては、構成員全員について記入してください。
※主たる事業所が広島県以外の場合のみ、「広島県内の事業所の所在地」の欄を記入してください。


２　管理運営に関する基本方針
（１）広島県立産業技術交流センターの管理運営を行うに当たっての基本方針
施設の設置目的である産業振興や利用者の平等な利用の確保など、施設運営を行う上での
　基本的な考え方を記載してください。

（２）達成目標
研修室等（第１～第３研修室、会議室、視聴覚研修室、多目的ホール）の目標値（利用件数その他合理的な指標等）を設定するとともに、その目標値を設定した根拠と達成するための方法について記載してください。
（現在の指定管理者の目標：利用件数1,300件/年）













３　指定期間内の年度ごとの業務の実施計画　
　　各項目について、年度ごとの取組があれば取組内容が分かるように具体的な内容を提案してください。
　　（　　）内については、最低限盛り込んで記載してください。
　　
（１）施設設置目的に沿った利用者サービスの向上・確保に関すること。

・開館日、利用時間について
・施設及び附属設備の利用提供について
・利用者等からの要望や苦情等への対応について
・利用者の安全対策、緊急時の避難体制について
・個人情報の取扱いについて


（２）施設設置目的に沿った利用促進、新たなイベント提案に関すること。
　　
・利用促進策、利用者増への取組の考え方について（利用者増に向けた有効活用策の提案）
・広報活動等に係る内容について


（３）施設等の維持及び修繕に関すること。

　　・施設の修繕や設備交換に関する取組について
　　・警備・清掃等の考え方について
　　・設備・機器保守点検の考え方について





















４　利用料金設定の基本的な考え方
（１）利用料金設定の基本的な考え方
　　　利用料金の承認申請額及び申請額設定の考え方や理由を記載してください。

（２）利用料金の額（設置管理条例別表に規定する金額の範囲内で定めること。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　分
(上段は設置管理条例別表の利用料金の範囲、下段斜字は現利用料)
	9時～12時
	13時～17時
	9時～17時
	17時～21時

	第一研修室
（有効面積109㎡）
	5,800円以内
5,000円
	7,600円以内
7,000円
	13,200円以内
11,000円
	7,600円以内
4,500円

	
	
	
	
	

	第二研修室
（有効面積109㎡）
	5,800円以内
5,000円
	7,600円以内
7,000円
	13,200円以内
11,000円
	7,600円以内
4,500円

	
	
	
	
	

	第三研修室
（有効面積80㎡）
	4,300円以内
4,000円
	5,800円以内
5,000円
	9,800円以内
8,000円
	5,800円以内
3,500円

	
	
	
	
	

	会議室
（有効面積139㎡）
	7,000円以内
5,500円
	9,300円以内
8,000円
	16,100円以内
13,000円
	9,300円以内
5,000円

	
	
	
	
	

	視聴覚研修室
（有効面積78㎡）
	8,000円以内
4,000円
	10,500円以内
5,000円
	18,400円以内
8,000円
	10,500円以内
3,500円

	
	
	
	
	

	多目的ホール
（有効面積318㎡）
	17,000円以内
15,000円
	22,700円以内
21,000円
	39,500円以内
34,000円
	22,700円以内
14,000円

	
	
	
	
	

	事務室等
（2,061.73㎡）
	1㎡当たり1月につき
	2,100円以内
1,450円

	
	
	

	一般来館者用駐車場
（85台）
	1台につき30分を超える場合、超える時間30分までごとに
	210円以内
150円

	
	
	

	事務室利用団体用駐車場
（14台）
	1台当たり1月につき
	22,400円以内
17,500円

	
	
	



（３）県が支払う管理費用額（委託料）
ア　管理費用額（委託料）算出の基本的な考え方

イ　管理費用額
	年度
	管理費用額
	（管理費用基準額）

	Ｒ９
	千円
	（１４２,２７４千円）

	Ｒ10
	千円
	（１４２,２７４千円）

	Ｒ11
	千円
	（１４２,２７４千円）

	Ｒ12
	千円
	（１４２,２７４千円）

	Ｒ13
	千円
	（１４２,２７４千円）

	計
	千円
	（７１１,３７０千円）






５　管理運営に係る収支計画書
指定期間内の年度ごとの収支計画を記入してください。なお、記入に際しては、実現性を十分
に考慮してください。項目は参考なので、適宜修正・追加すること。　
（単位：千円）
	
	区　　　　　　分
	Ｒ９
	Ｒ10
	Ｒ11
	Ｒ12
	Ｒ13
	合　計

	委託事業
	収　　　入
	事業収入
	研修室等利用料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務室利用料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	駐車場利用料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　　　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業外収入
	管理費用額
（県委託料）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　　　　　計　　　　
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	支　　　　　出
	人件費
	常勤
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	臨時職員
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　　　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	光熱水費
	電気
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	ガス
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	水道
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	燃料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　　　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	設備等保守点検費
	設備運転業務
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	中央監視システム保守
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	エレベータ保守
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	消防用設備等点検
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	空調・冷房機保守
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	廃棄物収集・運搬
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他設備等保守
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	清掃等
	清掃業務
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	保安警備業務
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	植栽管理
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	施設維持修繕費
	
	
	
	
	
	

	
	
	事務局費
	旅　費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	役務費（通信費等）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	使・賃（リース等）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	備品購入費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	公課費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	（消費税等）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	（その他）
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　そ　　の　　他
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	委　託　事　業　収　支（A）
	
	
	
	
	
	

	自主事業
	収　入
	
	
	
	
	
	

	
	支　出
	
	
	
	
	
	

	
	自　主　事　業　収　支（B）
	
	
	
	
	
	

	収　　支　　差　　引（A＋B）
	
	
	
	
	
	



６　管理運営体制
（１）組織図

　　　適正な管理運営を行うための適切な人員配置、責任分担を考慮の上記載してください。
　

（２）職員・勤務体制
　　　（雇用関係、給与、勤務体制（勤務時間、休日設定など）、職務内容）


（３）職員配置計画等
　　ア　責任体制
　　　（責任の所在、責任者の常駐の有無など）

　　イ　執行体制
　　　（経理・管理、研修、苦情処理、安全管理、職員ローテーションなどの充実度）

（４）有資格者、経験者の配置状況

（５）外部委託関係
ア　業務の委託先等
	業務の種類
	委託人員
	必要な資格等
	委託先（予定）

	
	
	
	

	
	
	
	



イ　委託先選定方法等の考え方（選定基準、法令順守状況の確認方法など）


７　産業及び地域の振興策など、施設の効用を発揮するための独自の施策、事業など



















様式第６号


　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　広　島　県　知　事　様


　　　　郵便番号
　　　　主たる事務所
　　　　の所在地　
申請者　名称
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　電話番号


広島県立産業技術交流センターの指定管理者の指定申請に係る申立書


　広島県立産業技術交流センターの指定管理者の指定申請に当たり、法人等又はその代表者等が、次の事項に該当しないことを申し立てます。

１　法律行為を行う能力を有しない者
２　破産者で復権を得ない者
３　地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により広島県にお
ける一般競争入札等の参加を制限されている者
４　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある者
５　委託・役務業務の競争入札等に係る指名除外要綱及び建設業者等指名除外要綱の規定により、本県において指名除外措置を受けている者
６　広島県における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者
７　広島県税、消費税及び地方消費税を滞納している者
８　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体及びこれらの団体の構成員


様式第７号


　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　広　島　県　知　事　様


　　　　郵便番号
　　　　主たる事務所
　　　　の所在地　
申請者　名称
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　電話番号


公の施設の管理運営実績に係る申立書


　広島県立産業技術交流センターの指定管理者の指定申請に当たり、同種又は類似施設の管理運営実績については次のとおりです。
	区　　　　分
	内　　　　　　　　　　　　　　容

	施設の名称
	

	所在地
	

	所　　　有　　　者
	

	管理運営業務の期間
	

	施設の規模
	

	管理運営業務の内容
	

	管理運営体制
	

	収支状況
	

	その他
（セールスポイント等）
	


　添付：同種又は類似施設の管理運営実績があることを証する書類

様式第８号
	誓　　約　　書

	

	　私は下記の事項について誓約します。

	記

	

	1　暴力団等を排除する措置について

	　　　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。また、県が必要とする場

	　　合には、広島県警察本部に照会することを承諾します。

	　（１）役員等（個人の場合はその者を、法人の場合には役員又はその支店若しくは営業所（常

	
	時業務の委託契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。）が、

	
	集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」と

	
	いう。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）である者

	　（２）役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与し

	
	ていると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難され

	
	るべき関係を有していると認められる法人若しくは組合等を利用している者

	　（３）役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与

	
	していると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供

	
	与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

	　（４）前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有

	
	している者

	　（５）経営に暴力団関係者の実質的な関与がある者

	

	　2　調査協力について

	　　　広島県が必要があると認めるときはいつでも、業務の実施状況などの報告を行い、実地に

	　　調査することを承諾します。

	

	　3　社会保険等の加入について

	　（１）健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務を履行します。

	　（２）厚生年金保険法(昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務を履行します。

	　（３）雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出の義務を履行します。

	・上記１、２に違反した場合、既存の指定は取消となります。
・過失により上記３に違反した場合、ただちに是正してください。過失以外の場合又は是正しない
場合、既存の指定は取消となります。

	

	

	

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

	広島県知事様

	
	
	住　　所法人、個人にあっては事務所所在地、名称及び代表者の氏名


	
	
	（ふりがな）

	
	
	氏　　名　　　　　　　　　　　　　印










様式第９号
機密データの保存等に関する申出書

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名又は法人名等）

　今回の選定等の結果により、広島県から指定された場合の管理業務に関して、機密データの保存等については次のとおり取り扱う予定であることを申し出ます。
	１　機密データの保存に使用する媒体等の名称
	



	２　機密データを記憶する記録媒体等の物理的な所在地
	□　日本国内のみ
□　日本国外（全部又は一部）　
　　（国名：　　　　　　　　　　　　）

	３　機密データの利用・保存先として、オンラインストレージ等のクラウドサービスの利用予定の有無
	□　有
（サービス名称：　　　　　　　）
□　無

	４　生成ＡＩの利用予定の有無
※　本業務の機密データの取扱いについて、生成ＡＩ又は生成ＡＩを利用したサービスでの利用予定の有無を回答してください。また、有とした場合には利用する生成AIのサービス名を記載してください。
	□　有
（サービス名称：　　　　　　　　　）
□　無

	５　再委託等の有無
※　今回管理予定の業務に関して機密データの全部又は一部の取扱いを第三者に委託する予定がある場合は「有」としてください（二以上の段階にわたる委託をする場合及び子会社に委託をする場合を含みます。子会社は、会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号に規定する子会社をいいます。）。
	□　有
□　無


　【注記事項】
１　この申出の内容は、選定等の結果に影響しませんが、機密データの保存等の状況により安全管理措置上の問題が生じる場合には、機密データの保存方法等について変更を求める場合があります。
２　再委託等を行う場合には、あらかじめ県の書面による承諾を得る必要があります。
３　選定等の結果に基づき協定の相手方となった場合、契約時に別途「機密データの保存等に関する届出書」により、クラウドサービス及び生成ＡＩの利用状況の詳細を届け出る必要があります（再委託先等がある場合には、再委託先等についても個別に届出書の提出が必要となります。）。


